
中山間地域等直接支払制度
中間年評価（案）【概要版】

平成３０年２月

埼玉県農林部農業ビジネス支援課

1

資料５－１



1 埼玉県における中山間地域等直接支払制度の取組状況

（１）実施市町村数 13市町村

秩父市、本庄市、毛呂山町、越生町、小川町、鳩山町、ときがわ町、

横瀬町、皆野町、小鹿野町、東秩父村、美里町、寄居町

2



1 埼玉県における中山間地域等直接支払制度の取組状況

（２）協定数 62協定

□協定種類別

集落協定：59協定（95.2％） 個別協定：3協定（4.8％）

□単価別

体制整備単価：52協定（83.9％）[集落協定49協定、個別協定3協定]

基礎単価（体制整備単価の8割）：10協定（16.1％）[集落協定10協定]

（３）交付面積 347ha

□地目別

田： 197ha（56.8％） 畑：150ha（43.2％）

□単価別

体制整備単価：310ha 基礎単価：37ha

□交付基準別

急傾斜：117ha（33.7％） 緩傾斜：206ha（59.3％）

高齢化率・耕作放棄地率：24ha（7％）
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1 埼玉県における中山間地域等直接支払制度の取組状況

（４）交付金額 30,887千円

（５）取組の推移
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2 中間年評価の全体像
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2 県が実施する中間年評価

【優良】 目標以上の達成が見込める

【適当】 目標の達成が見込める

【要指導・助言】目標の達成に課題がある

【返還等】 目標の達成が困難である

中間年評価は、市町村段階、都道府県段階並びに全国段階において○集落協定等で定
めた農業生産活動等として取り組むべき事項の実施状況等、○耕作放棄の抑制、集落の
維持等、○行政の取組等の成果と課題を明らかにし、協定への支援、制度全体の見直し
を図る。

中間年評価の目的

【評価区分】交付金交付（集落協定等）の各項目の評価 【評価区分】交付金交付（集落協定等）の全体評価

集落協定等の各項目の評価を元に総合的に
評価を行う。

【優】・【良】・【可】・【不可】で評
価。

平成２７年度～平成３１年度の５年１期対策で、今期は第４期対策として制度を実施している。
平成２９年度（今年度）は５年１期対策の３年目の中間年にあたるため、平成３１年度の最終年に向
け、制度や取り組みの見直しを行う。

評価を反映

制度の成果と課題
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2 県が実施する中間年評価

〇集落マスタープラン【全協定必須】

・１０～１５年後の集落の将来像を見据えた、５年間の活動内容及びスケジュール

①農業生産活動等として取り組むべき事項：基礎単価（単価の８割を交付）

・耕作放棄の防止活動 ・農道・水路の管理補修 ・多面的機能を増進する活動

②自律的継続的な農業生産活動等：体制整備単価（①+②の活動により単価の１０割を交付）

・農用地保全管理体制整備に加えて、下記A～C要件の一つを選択

・A要件（生産性の向上） ・B要件（新たな協定参加者確保） ・C要件（集団的かつ持続可能な体制整備）

協定の取組事項

〇【任意事項】

・加算措置

・集落戦略の作成等

8
割
単
価
交
付 10

割
単
価
交
付

※締結した協定の取組活動を5年間以上継続して実施することで交付



3 市町村の中間年評価結果

（1）集落協定
①集落マスタープランに定めた取り組むべき事項【必須】の達成状況

活動計画に基づき取り組みを実施、集落の自律的・継続的な農業生産活動等の体制整備が進
んでいる。
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集落マスタープランの項目
（おおむね10～15年後の実現を目途とした目標）

〇集落における将来像
・自律的・継続的な農業生産活動等の体制構築
・協定の担い手となる新たな人材育成・確保
・農業生産物の直売・加工品販売等再生産可能な所

得確保 など

〇将来像を実現するための目標と活動計画
・機械・農作業の共同化等営農組織の育成
・高付加価値型農業
・農業生産条件の評価
・担い手への農地集積
・担い手への農作業の委託
・新規就農者等による農業生産
・共同で支えあう集団的かつ持続可能な体制整備
・地場産農産物等の加工・販売 など

6
(10.2%)

53
(89.8%)

集落マスタープランに取り組むべき事項

優良：高い達成が見込まれる 適当：目標の達成が見込まれる

単位：集落



3 市町村の中間年評価結果

（1）集落協定
②農業生産活動等として取り組むべき事項【基礎単価必須】の実施状況

多面的機能を増進する活動で、集落内の話し合いの充実が求められている集落もあるが、ほぼ全ての集落は
農地の法面管理等の耕作放棄防止活動、水路・農道の共同管理等の活動及び景観作物の作付けや周辺林地
の下草刈り等多面的機能を増進する活動が適正に実施されている。
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・利用権設定、農作業委託
・既耕作放棄地の復旧、林地化
・農地の法面管理

など

・草刈り
・水路清掃、農道簡易補修

など

・周辺林地の下草刈り
・体験農園の開設、運営
・景観作物の作付け

など

7
(11.9%)

52
(88.1%)

耕作放棄の防止等活動

17
(28.8%)

42
(71.2%)

水路・農道等の管理

10
(16.9%)

48
(81.4%)

1
(1.7%)

多面的機能を増進する活動

優良 適当 要指導・助言

単位：集落



3 市町村の中間年評価結果

（1）集落協定
③自律的かつ継続的な農業生産活動等【体制整備単価必須】の進捗状況

農用地等保全マップに基づいた活動が適正に実施されている。さらに、生産性の向上や担い手への農地集積
に向けた取組や集団的かつ持続可能な農業生産活動等を確保する体制整備に向けた取組が順調に実施されて
いる。

10

農用地等保全マップの作成
及び実践

協定農用地の増加と
・担い手への農地集積
・機械・農作業の共同化
・高付加価値型農業の実践
など５項目から２つ以上選択

集団的かつ持続可能な体制
整備

＊ 農用地等保全体制整備に加え、A～C から１つ以上選択、県内ではB要件選択なし A要件：２協定、C要件：47協定

6
(12.2%)

43
(87.8%)

農用地等保全管理体制整備

2
(100.0%)

A要件

47
(100.0%)

C要件

優良：目標以上の達成が見込める 適当：目標の達成が見込める

単位：集落



3 市町村の中間年評価結果

（1）集落協定
③自律的かつ継続的な農業生産活動等【加算措置】の進捗状況 ※加算措置の取組は任意

法面の維持・補修等、超急傾斜の農地の保全活動や、加算措置を適用する農地で生産された農
産物の販売促進活動等適正に実施されている。

11

県内では超急傾斜農地保全管理加算に２協定が取り組んでおり、【適当】の評価を受けている。 （参考：秩父市沢戸集落の取組）
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3 市町村の中間年評価結果

（1）集落協定
④集落協定内での話し合いの状況

集落協定の共同活動や集落行事の再点検等
の話し合いが活発に行なわれていないとの評
価もあるが、ほとんどの集落では話し合いが活
発に行われており、集落の共同意識の向上に
つながっている。

協定農用地の将来への引き継ぎ等１０～
１５年後を見据えた集落戦略作成の意義・
理解を深める必要がある。協定面積は１５
ha以下の集落も多く、集落戦略を作成する
気運に至っていないと推測される。

⑤集落戦略への取組状況【作成任意】

8
(13.6%)

50
(84.7%)

1
(1.7%)

集落協定内での話し合いの状況

優良：目標以上の達成が見込める 適当：目標の達成が見込める

要指導・助言：目標の達成に課題がある

単位：集落

32
(54.2%)

27
(45.8%)

集落戦略の取組状況

適当：目標の達成が見込める 要指導・助言：目標の達成に課題がある

単位：集落

※集落戦略を作成することで、協定面積が１５ha以上の協定等に
制度の緩和措置が適用される。



3 市町村の中間年評価結果

（1）集落協定
⑤全体評価
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（2）個別協定

市町村が実施した集落協定毎の
全体評価の結果は、全５９協定の
うち【優】が４９協定及び【良】
が９協定、【可】が１協定であ
り、各地域で順調に協定締結事項
が実施されている。

市町村が実施した個別協定毎の
全体評価の結果は、全３協定のう
ち【良】が２協定、【可】が１協
定と、協定締結事項は着実に進ん
でいる。

49
(83.1%)

9
(15.3%)

1
(1.7%)

集落協定への最終評価

優

良

可

不可

2
(66.7%)

1
(33.3%)

個別協定への最終評価

良

可

単位：協定

単位：協定
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3 制度の成果と課題

（1）制度の成果

②所得形成

協定農用地で生産された農産物を加工・販売する取組や、農産物をPRするパンフレット作成等、販売促進
活動を実施し、新たな所得形成が図られている。

交付金を活用して傾斜地の法面管理や農道の共同管理など、農地維持のための共同活動が取り組まれて
いる。

個別協定においては利用権設定による農地集積、担い手の定着が図られるなど、農業生産体制整備に効
果を上げている。

共同活動実施にあたっての集落内での話し合いの活発化や景観作物の作付などによる農業の有する
多面的機能の維持活動、活動継続が困難になった場合に備え、持続可能な体制整備が進むなど、集落
維持が図られている。

③集落維持

④行政取組等

同交付金事務は複雑であり、市町村及び集落の事務負担が大きい。そのため、県が市町村に事務支
援を行っており、交付金の交付時期を早め、早期執行につながるなど一定の効果が出ている。

①農業生産体制
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3 制度の成果と課題

（1）制度の成果

（2）制度の課題

制度の活用により集落の共同意識を保ち、農業生産活動の継続や耕作放棄防止につな
がっているが、担い手確保、集落から都市への人の流出や、更なる生産性向上等、積極
的な取組に向けた活動にはまだ十分とは言えず、課題となっている。

⑤総合的な評価

集落のアンケート調査の結果、本制度の活用が平成２７年度～平成３１年度の間の協
定農用地の維持・管理につながっていると回答した集落は５７協定（96.6％）、制度の
活用がなくとも維持・管理可能と回答した集落は２協定（3.4％）と、本制度の活用は集
落の協定農用地の維持・管理に大いに効果があると考えられる。

また市町村の集落・個別協定への評価は、全ての協定で適正に協定の締結活動を実施
していると評価し、今後も充実した協定締結活動の実施が望まれる。
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４ 県中間年評価（案）

○ 本制度を活用した協定締結事項は適正に実施されており、中山間地
域の農業生産活動や農地の維持管理に大きな役割を果たしている。

○ 一方で、集落の更なる過疎化・高齢化により、現行活動の維持が懸
念される。共同活動の農地維持・管理活動はもちろんだが、都市部な
ど外部との積極的な交流を図り、地域内外が一体となって、中山間地
域を支え、地域の活性化が望まれる。

○ 中山間地域等直接支払制度は中山間地域の継続した農業生産活動、
農用地の維持・管理に必須であり、次期対策以降でも制度の継続が望
まれる。一方で、深刻な地域の過疎化・高齢化により、協定締結事項
の5年間以上の継続した実施が困難との声もあり、柔軟性のある制度
拡充が望まれる。


	中山間地域等直接支払制度�　中間年評価（案）【概要版】
	1　埼玉県における中山間地域等直接支払制度の取組状況
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16

